
１.  はじめに

　GDP（gross domestic product，国内総生産）

は経済指標の王様であり，経済成長率は実質 GDP

の増加率で算出されます。だれもが知っているこ

の GDP をめぐって，さまざまな寓話や批判があ

り，また多くの誤解も存在します。

　一昔前の経済成長率には GNP が使われていま

したが，１９９０年代に GDP に変更されました。さ

らに，経済高度成長期のキャッチフレーズであっ

た「くたばれ GNP」が示されたかのように，２０００

年から GNP の名称は日本の公式統計から姿を消

しました。

　GDP（あるいは GNP）三面等価は経済学で最も

重要で基本的な概念であり，ほとんどのマクロ経

済学教科書は第１章でこれをとりあげています。

この概念上の三面等価は統計上にも実現できるで

しょうか，あるいはその等価の実現に向けて統計

上はどのような努力・工夫が行なわれ，そして犠

牲を払ってきたでしょうか。

　また，国の作成する GDP に対し，各都道府県

では GRP（gross regional product，県内総生産ま

たは域内総生産とも呼ぶ）が推計されています。

県内総生産の合計はGDPになるでしょうか，ある

いは両者が一致しなければならないでしょうか，

一致させるためにどういう犠牲を払うでしょう

か。

　GDP の定義は国連などの国際機関によって作

成される国民経済計算（SNA；System of National 

Accounts）に基づいています。SNA は経済の全

体像を国際比較可能な形で記録することを目的と

して定められている国際基準で，GDP はその体

系の中心指標です（１）。６０年余りの歴史を持つ

SNA はこれまで数次の改訂が行なわれ，その都

度，当然ながら GDP の範囲・定義にも変更があ

ります。

　さらに，この経済統計の集大成としての GDP

は，社会経済に関連するほとんどすべての全数調

査や標本調査の結果，さらにぼう大なさまざまな

業務資料を踏まえて推計される高度な加工統計で

あり，その精度は当然ながらこうした一次統計の

豊富さや精確さに依存しています。それぞれの国

は統計制度が異なり，既存の多くの一次統計など

は均一ではなく，実際，各国でそれぞれ異なる推

計方法が確立されています。特に日本と中国の

GDP 推計方法は，両国における SNA の導入経

緯（２）や統計制度（３），既存統計の相違によって大

きく異なっています。

　本稿ではこのだれもが知っているようで，しか

しまだなぞも多い GDP について，いくつかの角

度から経済学の初心者向けに記述・整理すること

を試み，また，日本や中国の GDP 統計における

推計実務上の相違や統計上の比較に関する考察も

若干行います。

２ ． G・D・Pとは

　GDP とはなにか，まず，この名称の各パーツか

ら考察してみます。
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　１）GDPの生産境界

　一番後にある P（product，生産）から始めま

しょう。

　「生産」とはなにか，経済学で最も重要な概念

であり，それに対する考えの相違によって経済学

に学派が分かれていると言っても過言ではないで

しょう（４）。SNA が描こうとする経済循環図の中

でも，あらゆる経済活動の起点は生産であり，生

産がすべての富の源泉です。

　また，GDP に対する批判の多くも，その生産境

界になにを含むべきか，あるいはそうでないかに

関わっています。いくつかの GDP（昔では，GNP

でしたが）に対する有名な批判を見ながら考えま

しょう。

　公害の政治経済学を提唱し，また国民経済計算

における三面等価原則の考案・命名者でもある都

留重人によって創唱した寓話です。Ａ国とＢ国は

人口・資源・経済活動などすべてそっくりです

が，ただひとつの違いがあります。Ａ国には蚊が

いるのに，Ｂ国には蚊がいないことです。蚊がい

るＡ国では蚊取り線香が売れて，所得が追加的に

発生しますが，Ｂ国は蚊取り線香が売れませんの

で，   所得の規模が低 く 現われま す。 しかし，健康・

福祉の観点からいえば，蚊がいないので，その分

所得が低いＢ国のほうが好ましいといえます。

　もちろん，この「蚊と線香」をほかにもさまざ

まに敷衍して説明することができます。たとえ

ば，蚊を放射能に，線香を放射能測定器に読み替

えれば，昨今の問題にも適用されます。

　昔から行なわれたこうした批判から，GDP と

いう経済指標はわれわれの豊かさや福祉（物質的

な幸福度）をあらわすものにほど遠いものであり，

場合によっては逆の関係さえもあることを教えて

くれます。かつて，１９６０年の国民所得倍増計画

に対し，多くの国民が，家計の収入や生活水準を

倍増させることを期待しましたが，やがて高度経

済成長がもたらした公害，思うほど上がらぬ月収

や生活水準の中で，その期待が GNP に対する疑

問に変わり，そしてあの「くたばれ GNP」の唱和

となっていました。同じことが今，経済高成長の

中国でも再現されています。

　もう一つ見てみましょう。アメリカ発祥の話の

ようですが，ある資産家が彼女の執事と結婚した

とします。そして，結婚後も彼女の夫は以前と同

様に彼女に仕え，彼女も以前と同様に（ただし賃

金としてではなく夫への贈与として）彼へお金を

渡します。この結婚は GDP にどう影響を及ぼす

でしょうか。

　この話が日本バージョンになると，太郎が雇っ

ている家政婦の花子と結婚することに替わります

が，資産家の彼女や太郎が結婚の形を選択するこ

とによって，それまで受けていた有給の市場サー

ビスから，専業主夫や主婦から受ける無給の家事

サービスに変わり，〈社会全体の豊かさや福祉は

なにも変わりませんが〉GDP が減少することに

なってしまいます。なんとも理不尽に感じる人も

多いようです。

　アベノミクスの要である「女性の活躍」に関連

すれば，これまで主として女性によって担ってき

た家事や育児などの無給労働を市場化し，その代

わりに女性が市場生産に参加すればGDPが増え，

経済成長につながります。これはまさにその逆

バージョンといえます。

　GDP の生産境界を表１に示します。財の生産
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表１．GDP に含まれる生産と含まれない生産

自己最終使用のための生産
政府や非営利団体
による非市場生産

企業による
市場向けの生産

財の生産（自己消費・蓄積用の生
産を含む）と家計の持ち家による
住宅サービスの生産

財・サービスの生
産が全て

財・サービスの生
産が全て

GDP に含まれる生産

家計の自給サービス生産GDP に含まれない生産



は原則的に全て GDP に含まれます。それには農

家の自家用食料の生産や企業の自家用機器設備の

生産も含まれます。サービスの生産に関しては，

原則として他の経済主体に提供するために行なわ

れる生産に限定されます。有給の家事スタッフに

よって提供される家庭または個人向けサービスの

みが含まれ，報酬を伴わない家事労働，たとえば

主婦（夫）による育児，介護，家事一般などの自

己勘定サービスは，GDP の生産境界内に含まれ

ません。

　唯一の例外的な扱いとして，持ち家居住者によ

る自己最終消費のための住宅サービスの生産だけ

が GDP の生産境界の中に含まれています。実際

の取引は存在しないのに，国民経済計算上あたか

もそれが存在するかのように記録するという帰属

計算（imputation）に対しては，常に賛否両論が

あります。その代表例が，この持ち家住宅サービ

スの帰属家賃の推計です。市場の需要・供給に同

じ金額を付け加えますから，不均衡の測定や景気

動向の分析に役立たないという批判があります。

また，GDP の１割以上，５０数兆円の GDP が自分

の家に住んでいるだけで毎年生れることに対する

違和感もあります（５）。一方，その反批判も存在し

ます（６）。

　家計の自給サービス生産の取扱いに関する多く

の批判を受けてきたにも関わらず，それが GDP

の生産境界から除外される理由ですが，他の貨幣

的取引と比較・加算の困難さ以外に，家事まで

GDP に含まれるとすれば経済学の主要概念であ

る失業がなくなり，GDP 指標が景気動向の判断

に使用できなくなることが挙げられます。

　その代わりに，１９９３SNA では，より広い「一般

的生産境界」を並行して提示し，GDP の生産境界

には含まれませんが，無給の家事労働やボラン

ティア活動がこの広い生産境界に含まれ，無償労

働（unpaid work）の貨幣評価が SNA のサテライ

ト勘定として勧告されました。それを受け，日本

政府もこれまで２回ほど家事労働の貨幣評価を行

い，家事労働は GDP の約２割に相当，専業主婦

の家事労働の評価額が外で働く女性の平均賃金よ

り高いことが示されています（７）。

　２）国内概念と国民概念

　次は真ん中の D（domestic，国内）について見

ましょう。これは「生産」に対する一番目の修飾

語です。つまり，その「生産」を「国内」に限定

するということになります。

　「国内」とは，基本的に一国の領土のことで，

そこに海外にある大使館，領事館などの用地とい

う「飛び領土」をプラスして，国内にある諸外国

の「飛び領土」を差し引く概念で，とくに問題が

ありません。

　SNA では，「国内」概念との対比として「国民」

概念がときどき登場します。よく知られている

GDP と GNP（gross national product，国民総生

産）がその代表例です。

　この「国民」概念に対する誤解がよく見受けら

れます。とりわけ GNP への誤解が根深いようで

す。「GNP と GDP との違い」といった問いは，経

済学に関するさまざまな問題集における伝統的な

名問として受け継がれ，今でもときどき見受けら

れます（８）。以下は日本語版ウィキペディア『国内

総生産』の１節「２.４ GNP と GDP の違い」からの

引用です（９）。

　「国の経済の規模・成長を測るものさしとして，

１９８０年代頃までは国民総生産 （GNP）がよく用

いられたが，これは外国に住む国民の生産量も含

んでおり，本来の国の生産量を正確に計ることが

できないため，近年では外国での生産活動分を除

いた国内のみの生産を計る国内総生産を使用する

ことが多くなった。」

　ウィキペディアの記述はおそらく標準的な経済

学教科書からの写しと考えられますが，このくだ

りからも，SNA における「国民」概念への誤解が

読み取れます。「外国に住む国民の生産量」の測

定なんかは不可能です。

　「国民」といえば，国籍のことを連想する人が

多いようですが，法務省によって管轄される国籍

法は行政上の一属性にすぎません。SNA の目的

は一国の経済を見ることですから，国籍ではな

く，「経済的利害の中心」を基準として，「国民」

＝「居住者」概念を採用しています。「居住」の

定義は原則的に１年以上とします。企業の場合に
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は，この「居住」を「活動」に読み替え，国内領

域に一定の場所を持ち，１年以上活動すれば，そ

の国の居住者とみなされます。つまり，日本の法

人企業だけではなく，日本にある外国企業の子会

社・支店，例えば，シティバンクの銀座支店も日

本の「国民」とみなされます。一方，日本企業の

海外にある子会社・支店は日本の「国民」とみな

されません。

　GDP は国内にあるこうした居住者単位によっ

て行われる財・サービスの生産活動の規模を測る

指標です。国内外の居住者によって提供される労

働や資本といった生産要素を用いて生産活動が行

われますが，GDP はその生産要素がだれ（居住者

か非居住者か）によって提供されるかは問いませ

ん。

　一方，GNP は，推計される GDP を前提にし

て，± a で算出されます。つまり，居住者が海外

から得た賃金や利息，配当などの要素所得に加

え，本国 GDP のうち海外へ支払った要素所得を

差し引いて算出されます。このように GNP は，

居住者である「国民」が労働や資本という生産要

素を国内外の生産者に提供することによって得た

所得を測る指標になります。

　１９９３ SNAでは，GNP を GNI（gross national 

income，国民総所得）に名称変更しました。それ

は生産ではなく，所得の測度であることをより明

確化しました。日本では，この勧告を受け，２０００

年に行われた「１９９３ SNA」移行に伴い，GNP の

名称を廃止しました。

　日本では１９４８年に初めて GNP を公表し，戦後

高度成長の代名詞として長く親しまれてきまし

た。GNP（GNI）と GDP との開差の推移を図１に

示します。

　企業の海外進出が少なかった時代では，GNP

と GDP とは数字上に大差がなかったのです。国

民がほとんど国内に住み，生産要素を国内企業に

提供して，そして所得を得ました。したがって，

国民の所得がほとんど国内の生産活動に依存して

いました。つまり，生産＝所得であったのです。

国境を超える資本移動が拡大され，経済が国際化

するにつれ，GNP と GDP の開きが若干遅行でし

たが，現れ始めました。日本企業の海外進出は

１９７０年代後半から活発になりましたが，最初の

数年間にはそれほど利益が上がりませんから，利

潤送金は１９８０年代の後半からようやく増え始め

ました。海外からの所得と海外に対する所得の差

額「海外からの所得の純受取」は１９８５年初めて

１兆円台を超えました。その後，順調に増え続

け，２００７年に１７兆円超までにのぼりました。両

者の対 GDP の開差率は１９９６年に１％台に入り，

現在３％台に推移しています。

　こうした海外からの要素所得の受取や海外への

要素所得の支払が決算などの影響も受け不規則に

変動しますから，GNP の増減率ではとくに四半
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日本 中国 

出所：日本は，１９５５－９８年について『国民経済計算報告（長期遡及主要系列　昭和３０年～平成１０年）』より，それ以降について
　　　  『国民経済計算年報平成２６年版』より算出作成。中国は『中国統計年鑑２０１３年版』より算出作成。                                     
     注：ここの開差率は，（GNP － GDP）÷ GDP により算出。                                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

図１．日中 GNP（GNI）と GDP との開差率の推移（％）



期の景気動向判断の障害になり，１９９０年代後半

からそれまでGNPが担っていた役割はGDPに受

け継がれるようになりました。

　対照的な動きとして，図１に中国の開差率も示

しています。中国の GDP 統計は経済改革・対外

開放政策を取った１９７８年から始まります。１９９０

年前半まで，両者の開差はほとんどありませんで

した。１９９３年鴆小平の南巡講話以降，外国資本

の導入を急ピッチで進め，１９９５年以降，日本と逆

方向の開差が顕著に現れるようになりました。こ

こからGDPで表している中国経済の高成長には，

外国資本の貢献がかなり大きかったことが読み取

れます。

　３）総概念と純概念

　最後に頭の G（gross，総あるいは粗）を見ま

しょう。これは「生産」に対する二番目の修飾語

です。つまり，「総」概念としてとらえる「国内

生産」ということになります。

　この「総」に関する最も多くの誤解は，おそら

く次のような GDP の定義に対する解釈から生ま

れているでしょう。

　もう一度学生がよく利用するウィキペディアか

ら引用します。「国内総生産，GDP とは，一定期

間内に国内で産み出された付加価値の総額のこと

である」と定義しています。これは経済学教科書

に最もよく使われ，広く知られている定義です。

定義そのものにはとくに問題はありませんが，そ

の解釈に問題があるようです。P は生産，D は国

内ということで，G は総に訳し，つまり，総額，

合計の意味だということになります。

　しかし，先ほど見てきたように，D は「国内」

のこと，当然「一国全体」のことで，その一部で

はありません。したがって，合計する必要がとく

にありません。

　SNA におけるこの G は N（net，純）に対応し

て，「何か控除すべきものがあって，それを控除

していない」状態であることが示されています。

GDP の場合にはそれが「固定資本減耗」にあたり

ます。各産業の産出額から仕入れた原材料・部品

などの中間投入だけを差し引くことで得たこの付

加価値は，今期の生産成果をあらわすには少々粗

い指標になっていることが表されています。今期

の生産活動のために，それまで蓄積されてきた設

備などの固定資本が使用され，その減耗分も控除

すべきだという意味になります。それを控除した

ものが本来の今期に新しく産出された付加価値に

なり，つまり，純付加価値です。一国の場合は

NDP（Net Domestic Product，国内純生産）とな

ります。

　同じことは支出側 GDP の項目である「総固定

資本形成」にもいえます。ここの「総」とは，今

期の生産活動によって新しく形成された固定資本

の「合計」ではなく，今期の生産活動でそれまで

蓄積された固定資本が減耗され，その分が差し引

かれていない状態が示されています。「総固定資

本形成」が「固定資本減耗」と同額であれば，その

経済は単に単純再生産していることになります。

「固定資本減耗」より大きい分だけが，拡大再生

産であり，新規の固定資本の増分になります。

GDP 小論  ―その基礎から日中推計比較まで―

5

出所：内閣府『国民経済計算年報平成２６年版』より算出作成。

図２．日本純固定資本形成の推移（単位：１００億円）



　図２に日本の純固定資本形成の推移を示してい

ます。これまで拡大再生産が常態とされてきまし

たが，１９５５年からの SNA 統計作成の有史以来，

２００８年以降日本経済が初めて縮小再生産へ転換

となった構図がここから読み取れます。

　しかし，１年で使い尽くされないと定義される

固定資本はその減耗の推計が実務上非常に難しい

です。フローではなく，ストックとしてこれまで

蓄積されてきた固定資本に関する正確な統計は実

際ほとんど存在しません。さらに，物理的な減耗

だけでなく，技術進歩による陳腐化も含まれる固

定資本耐用年数の推定は一層困難です。このた

め，NDP より GDP が実際よく利用されるわけで

す。

　また，図２に中国が登場しないのは，中国に

「固定資本減耗」の公式統計が存在しないためで

す。

３.  GDP 三面等価と産業連関表

　１）GDP三面等価の原則

　マクロ経済学上の原則である三面等価とは，生

産面からみても分配面（所得面）から見ても支出

面から見ても，GDP は同じ値になることを示し

ています。これはほとんどのマクロ経済学教科書

の第１章あたりに書かれています。

　この三面等価を分かりやすいように，単純化し

た経済で解説するに際によく使われる例として，

図３に示されるようなものがあります。この国

は，小麦を生産する農家，その小麦を粉にする製

粉業者，小麦粉でパンを作るパン屋という３つの

生産者からなります。

　単純化するため，農家は原材料を使わず，主と

して土地と農家の労働で生産活動を行います。生

産された小麦３００を全て製粉業者に売り，製粉業

者はこの小麦だけを原材料として設備等を使って

加工し，生産された小麦粉を５００でパン屋に売

り，パン屋はそれをパンに加工します。そして，

この国はみんながパンを食べて生きます。

　この場合の GDP を考えましょう。まず生産側

GDP として，農家は中間投入が０なので，生産

額の３００がそのまま付加価値になります。製粉業

者は５００の生産額から小麦３００の中間投入を差し

引いて２００の付加価値になります。パン屋は１０００

の生産額から小麦粉５００の中間投入を差し引いて

５００の付加価値になります。各生産者の付加価値

を合わせると，この国の GDP は１０００です。

　この１０００の付加価値は，農家の所得になった

り（農家が自営業者の場合は，それを「混合所得」

という），製粉業者やパン屋の従業員の賃金に支

払われたり（この場合に「雇用者所得」という），

政府への税金として支払われたり（「生産税」と

いう），また，設備などの減価償却を計上したり

（「固定資本減耗」という），そして，残りの残差

は「営業余剰」（ここからさらに地主への地代や

利息などを支払えてから，企業利益のようなもの

になる）として記録されます。このように，生産

によって形成された付加価値が各生産要素へ分配

される，あるいは各経済主体がこの生産活動への

貢献によって得た第１次所得（要素所得ともい

う）を記録するのは分配側 GDP といいます。「営

業余剰」の定義により，分配側 GDP は生産側

GDP と等しいです。

　支出側 GDP は基本的に最終生産物に対する支

出です。図３の場合は，３００の小麦は製粉業者の

中間投入になり，５００の小麦粉はパン屋の中間投

入になったため，いずれも中間生産物となりま

す。この経済の最終生産物は１０００のパンとなり

ます。パンはみんな全部買って食べたら，１０００は

全部最終消費となりますが，一部在庫として残さ
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付加価値＝（３００ － ０）＋（５００ － ３００）＋（１０００ － ５００）＝ １０００
最終生産物＝   ０ 　  ＋　     ０　    ＋　   １０００    ＝ １０００

図３．単純化された経済から見る GDP 三面等価



れるなら，投資財として計上されますので，いず

れも最終生産物です。つまり，原材料として生産

過程に使われるものは中間生産物，生産の究極な

目的である我々の消費需要や次期の経済活動のた

めの投資需要を満たすためのものは最終生産物で

す。もし，５００の小麦粉は全部パン屋さんによっ

て購入されず，一部は消費者によって購入される

場合には，その分の小麦粉は最終生産物になりま

す。

　また，上の単純化された経済では，海外が登場

しませんでしたが，海外を含む場合には，この国

の外の需要を満たすための「輸出」も最終需要に

含まれ，輸出財は最終生産物になります。輸入は

需要ではなく，供給ですので，控除項目となりま

す。

　日本では，長い間この支出側 GDP のことを

GDE（gross domestic expenditure，国内総支出）

と呼んできました。しかし，この名称から「国内

所得から財やサービスの購入のために支出された

金額」といった語感が生まれ，海外からの支払を

受取る「輸出」を含まず，海外の生産物を購入す

る「輸入」を含むという誤解を与えるため，２００４

年に名称変更されました。

　２）GDP三面等価と産業連関表

　現実の経済は図３よりもっと複雑多岐にわた

り，棒グラフでは表現しきれません。GDP 三面

等価をより理解しやすい道具として，ここでは産

業連関表が登場します。

　産業連関表は１９３６年にアメリカ経済学者ワシ

リー・レオンチェフによって考案され，主として

経済波及効果分析などに使用されるものですが，

１９６８SNA では，この経済理論上の三面等価に統

計からの接近を実現するために，産業連関表が

SNA に導入されました（１０）。

　表２は閉鎖経済の場合の２つの産業部門からな

る産業連関表の数値例です。イメージがあったほ

うが読みやすいので，A 産業を農業，B 産業を製

造業にしましょう。

　まず，横方向から見ます。１行目では，農業は

１００を生産し，その生産物のうち，１０は農業部門

の原材料（たとえば，耕作用の種子，畜産用の飼

料のように），３０は製造業の原材料として中間需

要され，家計からの購入は５０で，企業に投資財

として１０需要されることが示されます（ここの総

資本形成とは，前出の「総固定資本形成」と「在

庫品増加」と合わせた項目で，たとえば，乳牛の

場合は前者，肉牛の在庫は後者とし，いずれも資
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表２． 閉鎖経済の産業連関表と GDP 三面等価〈数値例〉

産出額
最終需要

計
中間需要

総資本形成最終消費支出B 産業A 産業

1001050403010A 産業中
間
投
入

2005060907020B 産業

3006011013010030計

604020雇用者報酬

502030営業余剰・混合所得

403010固定資本減耗

201010純生産税

17010070付加価値計

300200100産出額

　生産側 GDP ＝ A 産業付加価値７０＋ B 産業付加価値１００＝１７０
　分配側 GDP ＝雇用者報酬６０＋営業余剰・混合所得５０＋固定資本減耗４０＋純生産税２０＝１７０
　支出側 GDP ＝最終消費支出１１０＋総資本形成６０＝１７０　



本形成です）。同じく２行目では，製造業が生産

した２００の生産物はだれによってどの用途で需要

されたかが示されます。

　次は，縦方向を見ましょう。１列目では，農業

は１００を生産するために，原材料として農業から

１０，製造業から２０を購入します。１００からこの中

間投入３０を引いた差額は農業の付加価値７０とな

ります。７０の付加価値から，雇用者報酬２０（自

営業者や家族従業者の所得はここに含まれない），

政府に支払う「生産に課される税」から「補助金」

を控除した「純生産税」１０，固定資本減耗１０の

３項目を控除した差額３０は，企業の場合には「営

業余剰」，自営業者の場合には「混合所得」とな

ります。同じく２列目では，製造業は２００を生産

するための費用構造が示されています。

　この場合の GDP は，表２の下に示されるよう

に，各産業付加価値の合計である生産側 GDP，分

配項目（雇用者報酬・営業余剰・固定資本減耗・

純生産税）の合計である分配側 GDP，最終生産物

に対する支出としての最終消費支出・総資本形成

の合計である支出側 GDP の三者は等しく１７０に

なります。

　表３では，輸出と輸入を考慮した開放経済の場

合の産業連関表の数値例を示します。A 産業は輸

出（１０）が少なく，輸入（３０）が多いため，国内

需要の一部はこの輸入によってまかなわれ，生産

規模が１００から８０に若干縮小となります。それ

に対応して，縦方向から見る中間投入（３０→２４）

や付加価値（７０→５６）も縮小されることになり

ます。一方，B 産業は逆に大きく輸出（４０）する

ため，生産規模が２００から２４０に拡大となります。

費用構造においても中間投入（１００→１２０）や付

加価値（１００→１２０）がそれに応じて大きくなり

ます。

　この場合の支出側 GDP は，「最終消費支出」

（１１０），「総資本形成」（５６）という国内最終需要

（１６６）に，さらに外の需要である「輸出」（５０）

を加え，中間需要と最終需要に含まれている海外

の生産物である「輸入」（４０）を控除するものと

なり，やはり生産側 GDP，分配側 GDP と等しく

なります。

　３）日中GDP統計作成と産業連関表

　表２と表３の仮設数値例からも確認されるよう

に，GDP は原理的に三面等価になります。しか

し，現実には無数と言っていいほどの財・サービ

スがあり，その生産と使用を全て把握し，統計上

からもこの三面等価を図ることは至難の業となり
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表３． 解放経済の産業連関表と GDP 三面等価〈数値例〉

産出額（控除）
輸入

最終需要
計

中間需要

輸出総資本形成最終消費支出B 産業A 産業

80－ 301065044368A 産業中
間
投
入

240－ 104050601008416B 産業

320－ 40505611014412024計

644816雇用者報酬

482424営業余剰・混合所得

44368固定資本減耗

20128純生産税

17612056付加価値計

32024080産出額

　生産側 GDP ＝ A 産業付加価値５６＋ B 産業付加価値１２０＝１７６
　分配側 GDP ＝雇用者報酬６４＋営業余剰・混合所得４８＋固定資本減耗４４＋純生産税２０＝１７６
　支出側 GDP ＝最終消費支出１１０＋総資本形成５６＋輸出５０－輸入４０＝１７６



ます。

　図４では日本と中国の GDP 統計作成と産業連

関表との関係を示しています。日本では，５年ご

とに作成される産業連関表をベンチマークにしな

がら，豊富な基礎統計に基づき毎年産業連関統計

を整備することにより，１９６８SNA 以来提唱され

る物的接近法をほとんど忠実に実践してきまし

た。産業連関表はフィルターとしての役割を果た

し，生産側 GDP は付加価値法，支出側 GDP はコ

モディティ・フロー法によって推計されますので，

本来の三面の「統計上の不突合」は産業連関統計

作成の過程で調整されています（１１）。

　一方，中国の場合，５年ごとに産業連関表が作

成されますが，基礎統計の制約で毎年のものが整

備できないため，GDP 統計と産業連関表との連

携がなく，諸統計から人的推計法で各産業の付加

価値と各支出項目を別々に推計しています（１２）。

　推計方法の相違によって，図５に示されるよう

に，日本は両推計値の開差率が基本的に GDP の

１％以内に収まっています。一方，中国のほうは

若干不安定で１９９０年代前半では４％超まで開い

たこともありますが，２０００年以後はある程度安定

してきたことが読み取れます。また，開差の方向

については，支出側の推計値が生産側を上回ると

いう顕著な傾向が，日中共通に見受けられること

が興味深いです。

　日本では伝統的に需要側のGDPが重視され，支

出側 GDP が最終推計値とされてきましたが（１３），

MPS ベースの国民経済計算から出発した中国は，

これまで一貫して供給側の推計を中心とし，生産

側 GDP を最終推計値としてきました。

　また，年次ベースの GDP 統計以外に，四半期

GDP 速報があります。四半期 GDP 速報はカレン

トな景気判断を行うために最も利用度の高い統計

といえます。日本の四半期別 GDP 速報（QE；

Quarterly Estimates）は支出側のみで行われ，生

産側・分配側からの推計がありません。それは，

産業連関表を四半期ベースに延長推計することが

困難なためです。一方，中国の四半期 GDP 速報

は生産側の推計のみです。このため，消費や投資

などの需要構造においても，また，産業別の生産

供給構造においても両国の四半期 GDP を用いた

分析を行うことができない状態になっています。

この問題の解決に向けて，今後日中両国それぞれ

の四半期 GDP 作成における一層の改善に多くの

期待が寄せられています。
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GDP（支出側） 
基準とする 

日本のGDP統計作成 中国のGDP統計作成 

「作物統計」，「工業
統計」，「特定サー
ビス業実態調査」，

「商業統計表」など 

「家計調査」，「建築
着工統計」，「法人
季報」，「国際収支
統計」など 

諸統計+「産業連関構造調査」より，
毎年「産業連関表」が作成され，GDP
はこれを基礎にして，生産・支出の二
面等価を図りながら推計 

GDP（生産側） 

GDP（生産側） 

GDP（支出側） 
基準とする 

主に報告制度による企
業状況や会計資料，一部
の中小企業の標本調査
及び経済センサスなど
から得た諸係数 

「人口調査」，農村と
都市「家計調査」，「固
定資産投資統計」，「国
際収支統計」など 

諸統計 +「投入産出調
査」より，「産業連関表」
が作成されるが、GDP
推計に利用せず 

両者のギャップが大きい 

支
出
ア
プ
ロ
ー
チ 

生
産
ま
た
は 

所
得
ア
プ
ロ
ー
チ 

図４．日中 GDP の作成過程の相違（概念図）



４ ． GRPの合計はGDPになるか

　日本では，内閣府は「国民経済計算」を，各都

道府県は「県民経済計算」を作成しています。こ

こでは，中央政府の発表するGDP統計と地方政府

の発表する GRP（Gross Regional Product）統計

との関係について考えてみましょう。

　県内総生産の合計は日本の国内総生産と一致す

べきかという問いかけに，それは当然ではないか

と考える人が多いようです。

　筆者は講義で，一次統計・二次統計，全数調

査・標本調査といった用語を解説したうえで，応

用問題として，これらの用語をキーワードとしな

がらこの問題を回答せよと出題したことがありま

す。

　一部の学生は「一致すべきですが」という気持

ちを前置きしながらも，ほとんどの学生は一致で

きないと回答しました。その理由として，二次統

計としての GDP や GRP は多くの一次統計を利用

して加工されるものだが，国の一次統計と各都道

府県のそれとは調査方法により異なるはずと答え

る人が多くいました。ほかには，複数の地域にま

たがる企業の県内総生産の分割問題を取り上げる

学生もいました。

　さらにどちらの精度が高いと考えられるかとい

う問いには意見が分かれました。

　都道府県のほうが高いと回答する理由として最

もとりあげられているのは，国より都道府県のほ

うは範囲が狭いので，統計調査しやすく，一次統

計の精度が高いはずということでした。一方，国

のほうが高いと回答する人は，財力や統計ソース

の豊富さにおいて，都道府県は国に勝てないとの

ことでした。

　学生の回答はかなり正鵠をえています。実際，

GDP 統計作成のマニュアルである SNA は，基本

的に一国経済を対象とする国際基準で，この厖大

な冊子の一番末尾にわずか３ページ未満の分量で

「地域勘定」を扱っています。その中で「多地域

単位の取引を地域別に配分することは，大いに困

難である。産出の場合のように，この取引場所を

物理的に決めることが可能であっても，異なる地

域に所在する事業所間の社内フロー額を実際に評

価することが必要となる（１９９３SNA，１９.９１段よ

り）」と GRP 作成の困難さを指摘しています。「各

国の抱える事情，データ・システム，この作業に

当てることのできる資源を考慮しながら，独自の

地域勘定，地域指標を作成していくことは，各国
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開
差
率
（
％
） 

　　　　　　　　　出所：日本は『国民経済計算年報平成２６年版』（２００５年基準・９３SNA）より算出。
　　　　　　　　　　　　中国は『中国統計年鑑２０１３年版』より算出作成。
　　　　　　　　　　注：日本の開差率は，（支出側 GDP －生産側 GDP） ÷基準とする支出側 GDP により計算した。
　  　　　　　　　　　　  中国の開差率は，（支出側 GDP －生産側 GDP） ÷基準とする生産側 GDP により計算した。

図５．日中 GDP 開差の比較



の裁量に委ねられる（１９９３SNA，１９.９６段より）」

とされています。

　日本では，GDP 統計は統計法により国の最重

要統計である「基幹統計」として位置付けられ，

GDP 推計のための一次統計が国を挙げて強化さ

れています。一方，県民経済計算は各都道府県の

自主事業としてわずかな人員と予算で行われてき

ました（１４）。また，各県の県内総生産を推計するた

めの基礎統計は国に比べてかなり貧弱です。国は

支出側の GDP を基準値としていますが，県レベ

ルでは需要側の統計ができないため，生産側 GRP

の推計を行っています。

　１９９０年代前半まで県内総生産の水増し問題が

大きく取り沙汰された後，経済企画庁経済研究所

（現内閣府経済社会総合研究所）はそれまで都道

府県でバラバラに発表されていた県民経済計算を

まとめて公表する形をとり，各都道府県の県内総

生産を合計すると，国のGDPとほぼ一致するよう

に働きかけました（１５）。推計のプロセスとして，国

のGDP値が先に推計され，県内総生産の一部は国

の値を利用して推計を行います。そのため，県内

総生産は国の値より１年遅れの公表になっていま

す。現在でも，各都道府県 GRP の合計は GDP を

上回りますが，３％～５％程度で収めるように

なっています。

　一方，中国の各省・市政府が統計データを水増

しし，そのため GRP の合計は，GDP より大きく

上回っていることは，中国だけでなく，日本でも

だれもが知っている「常識」として定着している

ようです（１６）。

　中国 GRP の合計値が GDP より大きいという問

題には，２つの見方があります。一つはよく知ら

れているように，地方政府による業績作りのため

の統計データの水増しが激しいということです。

つまり，各省・市の GRP は過大推計されていま

す。もう一つは，中国では，経済の実態に対する

統計上の捕捉が非常に不十分ということです。つ

まり，国の GDP は過小推計されています（１７）。

　表４に示されるように，実際 GRP 合計と GDP

との開差率がピーク値１９.２６％に達した２００４年

は，その後，第一回経済センサスの結果に基づき，

２００４年 GDP が１６.８％も上方修正され，GRP の合

計値に近づきました。両者の内訳に違いがあるも

のの，集計値としての GDP は，地方の水増し分

と実態に対する統計上捕捉の不十分さとを相殺す

る形になったといえます。経済センサスの結果と

して，その開差率が先進国の日本でも許容範囲の

４.８％までに接近しました。その後，小幅ですが，

同じ方向の展開は第二回経済センサスの対象年

２００８年（４.４％上方修正）と第三回経済センサスの

対象年２０１３年（３.４％上方修正）にも繰り返され

ました。

　つまり，２つの見方のうち，後者の要素がかな

り大きいにもかかわらず，前者の見方だけが定着

しました。これは統計を読む人の心理的な要素に

よるものかもしれません。社会経済現象として興

味深いことです。

　中国では，中央と地方統計機構の関係は従来，

かなり分散型です（１８）。国家統計局は GDP を，各

省・市は独自に GRP をそれぞれ推計します。
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表４． GRP 合計値と GDP との開差の日中比較（％）

中国の開差率日本の開差率

11.743.732002 

19.264.142004 

4.822004*

8.764.592006 

8.834.752008 

6.142008*

8.853.382010 

10.225.012011 

出所：日本については，『県民経済計算（９３SNA，平成１７年基
　　　準計数）』と『国民経済計算（９３SNA，平成１７年基準計
　　　数）』に基づいて算出。中国については，２０００ － ２００４年は
　　　第１回経済センサス前の推計値で『２００５中国統計年鑑』
　　　より，２００４ ＊－ ２００８年は第１回経済センサスによる改訂
　　　値で『２００９中国統計年鑑』より，２００８ ＊－ ２０１１年は第２
　　　回経済センサスによる改訂値で『２０１３中国統計年鑑』よ
　　　り算出。
　　　なお，２００４年と２００８年は経済センサスの対象年で，＊が
　　　付いてないのは経済センサス前の推計値，＊が付いている
　　　のは経済センサスによる改訂値である。
　ここで，開差率＝（GRP 合計値÷ GDP －１）× １００



　地域の統計を生かせば，異なる推計結果になり

ます。自主事業としての GRP は，政府の公式統

計である GDP との間でどこまで整合性をとらな

ければならないかという議論が本来まずあるべき

ですが，国内外の「地方が水増し」という強い

「世論」の批判を背景にして，中国もまた日本と

同様，中央による地方の GRP 作成への関与によっ

てこの問題の「解決」に向かっています。

５.  実質 GDPも三面等価か

　１）名目値と実質値

　名目値と実質値は経済学における重要な概念で

す。表５のリンゴとオレンジの数値例で名目値と

実質値の概念をもう一回確認しましょう。

　リンゴとオレンジは基準時点（たとえば，２０１０

年（１９）で，１００円と５０円でしたが，比較時点（たと

えば，２０１５年）では，リンゴが１００→２００円と大

幅に価格上昇（２倍），オレンジが５０→６０円と

小幅に価格上昇（１.２倍，つまり，相対的に価格低

下）になったため，リンゴの消費量は１０→５個

に減少，オレンジの消費量は１０→１５個に増加し

たとします。

　この場合の支出金額を見ると，リンゴの消費量

が半減したにもかかわらず，価格が倍増したた

め，リンゴに対する比較時の実際の消費支出（名

目金額）は基準時と変わらない１０００円です。一

方，価格の変動を取り除いたリンゴの実質支出金

額（５００円）では，基準時に比べ，数量の変動と

同様に半減となりました。オレンジも同じ，比較

時の実際の消費支出（名目金額）９００円は基準時

５００円の１.８倍になり，数量の変動（１５個÷１０個

＝１.５）と実質支出金額の変動（７５０円÷５００円＝

１.５）より大きいです。つまり，リンゴとオレンジ

の実質支出金額の変動のほうがその消費数量の変

動と等しいです。

　また，全体の消費支出として，名目値では（比

較年名目支出金額計１９００÷基準年支出金額計

１５００ － １≒）２７％と大きな成長となりますが，そ

れは消費量の増加よりも，物価の上昇（たとえ

ば，比較年名目支出金額計１９００÷比較年実質支

出金額計１２５０－１≒５２％（２０））によってもたらさ

れた結果といえます。一方，実質値では，価格の

高いリンゴに対する消費量の大幅な減少によっ

て，（比較年実質支出金額計１２５０÷基準年支出金

額計１５００－１≒－１７％（２１））とマイナスの成長と

なりますが，この実質値の変動は全体消費量の変

動を表しています。

　このように，価格，数量という２つの要素に分

解できる価額には，名目値と実質値があります。

名目値とは，時価で評価されるその時点の実際の

金額であり，ある時点の金額を見る場合に使われ

ます。複数の時点を比較する場合には，その実際

の金額を見るだけでは，それは価格の変動による

ものか，数量の変動によるものかが分かりませ

ん。異なる時点の数量ベースの変動を見る場合に

は，実質値から見なければなりません。

　このため，生産規模の変動を見るための経済成

長率は実質 GDP から算出されます。

　２）GDPの実質化

　GDP の実質化は消費支出の実質値を求めるよ

りもっと複雑になります。ここでは産業連関表が

再登場します。
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表５． 名目値と実質値（数値例）

比較年（t）基準年（o）

実質支出金額価格指数名目支出金額数量価格支出金額数量価格
po × qtpt ÷ popt × qtqtptpo × qoqopo

１００ × 5 = ５００２００ ÷ １００ = ２200 × ５ = １０００5２００１００ × １０ =１０００１０１００リンゴ

５０ × １５ = ７５０６０ ÷ ５０= １.２６０ × １５ = ９００15６０５０ × １０ =５００１０５０オレンジ

１２５０１９００１５００計



　表６では，左側の名目値産業連関表は，ある比

較時点（たとえば，２０１５年）の価格評価の産業連

関表です。表２の数値例をそのまま利用します。

基準時点（たとえば，２００５年２２）と比べ，A 産

業の生産物価格は２倍になり（この場合の価格指

数は２である），B 産業の生産物価格は半分（この

場合の価格指数は０.５である）になった場合の実

質値産業連関表を右側に示します。

　A 産業生産物の価格指数２（価格指数を実質化

に使用する場合は，デフレーターと呼ぶ）を用い

て，名目産業連関表の１行目にある A 産業の産出

額や各需要項目をそれぞれ除し，B 産業のデフ

レーター（この場合は０.５）で，２行目 B 産業の産

出額と各需要項目をそれぞれ除する（これはデフ

レートすると呼ぶ）と，基準年価格表示の実質値

産業連関表の上半部が出来上がります。

　実質支出側 GDP はこのように実質化された最

終消費支出（１４５）と総資本形成（１０５）の合計

（２５０）です。この場合の GDP デフレーターは，

名目 GDP（１７０） ÷実質 GDP（２５０）＝０.６８（１より

小なので，基準年と比べ，物価は下がっているこ

とがわかる）となります。このように，支出側

GDP には，名目値，実質値と GDP デフレーター

の３本がそろっています。

　付加価値の実質化を考えましょう。第３節に示

したように，付加価値は産出額と中間投入の差額

です。実質付加価値も同じ，デフレートされた産

出額から，デフレートされた中間投入計を引く

と，その実質付加価値（この場合，A 産業は５０

－４５＝５，B 産業は４００－１５５＝２４５）になりま

す。この付加価値の実質方法をダブルデフレー

ションと呼びます。

　実質生産側 GDP は各産業の実質付加価値の合

計です。支出側 GDP と異なり，実際には特定の

GDP 小論  ―その基礎から日中推計比較まで―
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表６． 産業連関表と実質 GDP 二面等価〈数値例〉

　左の名目値産業連関表から（表２の再掲），

　　名目生産側 GDP ＝ A 産業付加価値７０＋ B 産業付加価値１００＝１７０

　　名目分配側 GDP ＝雇用者報酬６０＋営業余剰５０＋固定資本減耗４０＋純生産税２０＝１７０

　　名目支出側 GDP ＝最終消費支出１１０＋総資本形成６０＝１７０　

　右の実質値産業連関表から，

　　実質生産側 GDP ＝ A 産業の実質付加価値５＋ B 産業の実質付加価値２４５＝２５０

　　実質支出側 GDP ＝実質最終消費支出１４５＋実質総資本形成１０５＝２５０

名目値産業連関表

産
出
額

最終需要中間需要

総
資
本

形
成　

最
終
消

費
支
出

B
産
業

A
産
業

10010503010A 産業中間
投入 20050607020B 産業

3006011010030計

4020雇用者報酬

2030営業余剰

3010固定資本減耗

1010純生産税

10070付加価値計

200100産出額

実質値産業連関表

産
出
額

最終需要中間需要

総
資
本

形
成　

最
終
消

費
支
出

B
産
業

A
産
業

50525155A 産業中間
投入 40010012014040B 産業

45010514515545計

4020雇用者報酬

2030営業余剰

3010固定資本減耗

1010純生産税

145－ 65
ダ ブ ル・デフレー
ション調整項

2455付加価値計

40050産出額



財・サービスフローと対応しないので，不変価格

表示の付加価値は「準数量」指数と呼び，また，対

応するデフレーターを「準価格」指数と呼びます。

　実質値産業連関表の下半部を完成します。雇用

者報酬，営業余剰・混合所得，固定資本減耗，純

生産税という各分配項目は実務上あるいは原理的

に意味のある方法で不変価格表示にすることがで

きません（２３）。名目値産業連関表から，この部分を

そのままにコピーして持ってきます。その下にあ

る「ダブルデフレーション調整項」に実質付加価

値と名目付加価値の差額（この場合，A 産業は５

－７０＝６５，B 産業は２４５－１００＝１４５）を入れま

す。したがって，名目付加価値にこのダブルデフ

レーション調整項を足せば，実質付加価値になり

ます。

　このように GDP は，名目値では三面等価です

が，実質値では，生産面と支出面の二面等価にな

ります。

　３）日中実質GDP推計方法の比較

　表６の数値例から，実質 GDP 二面等価の推計

は，詳細な産業連関表と精確な価格指数という完

全情報が利用可能な理想的状況が前提となること

がわかります。しかし，年次ベース，さらに四半

期ベースでこれを整備することは非常に難しいで

す。実質 GDP も，結局，その推計に利用できる

基礎統計に依存します。

　図６には日本と中国の年次ベースの実質 GDP

の推計概要を示します。

　日本では，世界から見ても珍しいほどの詳細な

産業連関統計と豊富な物価指数があります。実質

化にあたって，約２０００品目に対応する各種物価

指数が用いられています。従来では固定基準方式

でしたが，２００５年からさらに連鎖方式も導入し

て，各需要項目実質値を求め，その連鎖方式によ

る集計値を基準実質 GDP とし，これを用いて経

済成長率が算出されます。また，約４００品目の産

出額と中間投入の名目値をそれぞれデフレーター
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日本の実質GDP推計 中国の実質GDP推計 

名目GDP（生産側）  基準とする 
名目GDP（支出側） 

 連鎖方式を基準とする 
実質GDP（支出側） 

経済成長率を算出 経済成長率を算出 

実質GDP（生産側） 実質GDP（生産側） 

 基準とする 
名目GDP（生産側） 名目GDP（支出側） 

連鎖方式と固定基
準年方式の両方で，
毎年作成するU表
に基づき，ダブル
デフレーションに
よって経済活動別
実質値を求め，集
計する。 

連鎖方式と固定基
準年方式の両方で，
約 2000 需要項目
ごとに対応する物
価指数を用いてデ
フレートし，段階
別に実質化する。 

過去では，不変価格表
示（基準年価格×比較
年数量）による。現在
では、固定基準年方式
で，基本的にシングル
デフレーションによっ
て，一部は数量外挿法
より直接実質値を求め
る。 

図６．日中の実質 GDP 推計と経済成長率の算出



でデフレートし，その実質値の差額として実質付

加価値額を求めます。生産側の実質 GDP はこの

ダブルデフレーション法による算出で，実質二面

等価が図られます（２４）。

　一方，中国では GDP 推計に使用できる基礎統

計は必ずしも豊富とはいえず，とくに物価指数の

分野では，日本と比べかなり薄弱といえます。近

年，速いペースで整備されつつあるものの，まだ

物価指数の分類が粗く，とくにサービス業に関す

る生産者価格指数や，輸出入品に関する価格指数

は未作成の状態です。実質 GDP については，支

出側の推計がなく，生産側のみになっています。

また，第３節にも述べたように，年次ベースの産

業連関表がないため，ダブルデフレーション法が

ほとんど利用できず，各産業の付加価値は主とし

てシングルデフレーション法，一部はシングル数

量外挿法によって推計されています（２５）。

　４）付加価値のダブルデフレーションとシング

　　　ルデフレーション

　実質付加価値の推計には表７に示されるように

大きく，詳細な情報によるダブルインディケー

ターと，より少ない情報によるシングルインディ

ケーターという二つのアプローチがあります。

　表６の数値例から示されるように，実質付加価

値は差額として求めるダブルデフレーション法に

よって算出されることが，実質 GDP 二面等価の

前提条件となります。中国が主に使われているシ

ングルデフレーション法なら，それはどうなるで

しょうか。

　シングルデフレーションとは，主として産出価

格指数で付加価値をデフレートする方法を指しま

す。表６の数値例を使うと，次のようになります。

　ダブルデフレーション法による実質生産側 GDP

　＝A産業の実質付加価値５＋B産業の実質付加

価値２４５＝２５０

　シングルデフレーション法による実質生産側GDP

　＝ A 産業の実質付加価値（７０÷２＝３５）＋ B

産業の実質付加価値（１００÷０.５＝２００）＝２３５

　つまり，実質 GDP 二面等価の保証がなくなり

ます。

　GDP 統計のマニュアルである SNA では，これ

についてどのように勧告されているかを確認して

みましょう。

　１９６８SNA では，基準年価格表示の付加価値の

推計に「他のはるかに粗野な諸方法」を退け，ダ

ブルデフレーション法の使用が勧告されました。

日本では，この勧告を受け，１９７８年の「新 SNA」

移行にダブルデフレーション法が全面的に採用さ

れ，実質 GDP の二面等価を図ってきました（２６）。

　１９９３SNA でも依然として同じことが勧告され

ています。しかし，同時に問題点として「ダブル

デフレーション法は，産出と中間消費の両系列の

測定誤差の影響を受けるため，誤差が累積しやす

く，付加価値系列を極端に誤差に敏感にしてしま

う。とくに，その産出に対して付加価値の比率が

小さい産業では問題が大きい」と指摘，そこで

「場合によっては，誤差をもつような２つの系列

の差額として付加価値を測定するという方法を放

棄して，ただ一つの時系列を用いて付加価値の数

量 的 な 動 き を 直 接 的 に 推 計 す る 方 が 良 い

（１９９３SNA，１６.６８段）」と述べています。 つま

り，シングルインディケーターは次善の方法とし

て認めています。
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表７.　実質付加価値の推計手法

シングルインディケーターダブルインディケーター

主として産出系列によるシ
ングル数量外挿法

産出と中間投入は一方
が数量外挿法，他方が
デフレーション法とい
うミックス法

産出と中間投入のダブル
数量外挿法

数量外挿法

主として産出系列によるシ
ングルデフレーション法

産出と中間投入のダブル
デフレーション法

デフレーション法



　さらに，２００８SNA では，ダブルデフレーション

法に対する一層の柔軟性を見せるようになりまし

た。「ダブルデフレーション法は理論的に良いが，

しかしその推計結果が産出数量と中間消費数量と

いう両系列の測定誤差の影響を受ける。とくに中

間消費に産出PPIが利用されているにもかかわら

ず，その中間消費に多くの輸入品が使用されてい

る場合に，その誤差の影響がなおさら大きい。と

いうのは，差額としての付加価値は２つのはるか

に大きい数字に比べ，わずかであり，それを極端

に誤差に敏感にしてしまう（２００８SNA，１５.１３４段）」

と述べています。

　つまり，２００８SNA では，ダブルデフレーション

法が最善で，ほかは次善だというくだりがむしろ

どこにもなく，それぞれの推計法に一長一短があ

り，それらが並列に提示されています。「シング

ルインディケーター（バイアスをもつ結果をもた

らす可能性がある）が採用されるべきか，あるい

はダブルデフレーション法（不安定な結果をもた

らす可能性がある）が採用されるべきかという選

択は，判断に基づくものでなければならない。す

べての産業について同じ方法を採用する必要はな

い（２００８SNA，１５.１３４段）」と勧告されています。

　この SNA の関連勧告の変遷から，冷戦時代の

産物でもある１９６８SNA は基本的に先進市場経済

国家向けのマニュアルであり，理論的に優れてい

るダブルデフレーション法が勧告されましたが，

一方，発展途上国も含む全世界に向けての国際基

準である１９９３SNA ，さらにグローバル時代に向

けての２００８SNA は，精緻な価格指数や中間投入

などの統計が必ずしも整備されると限らない多く

の国々に対し，統計作成の実務上への配慮をして

いるように読み取れます。

　中国の基準年固定価格表示の付加価値の推計法

は，基礎統計の現状をよく踏まえた上で，この領

域における１９９３SNA及び２００８SNAの勧告内容を

十分吟味した結果と考えられます。２００８SNA で

例示された「中間消費に産出 PPI が利用されてい

るにもかかわらず，その中間消費に多くの輸入品

が使用されている場合に，その誤差の影響がなお

さら大きい（前掲）」というケースは，まさに加工

貿易の多い中国の現状に当てはまります。中間消

費に多くの輸入品が使用されている一方，輸入品

に関する価格指数が存在しない。このような基礎

統計の現状から無理にダブルデフレーション法を

導入して不安定な結果をもたらすことより，シン

グルデフレーション法を中心に，一部は数量指数

を使った外挿法を産業区分によって使い分けると

いう賢明な選択をとったといえます。

　しかし，表６の数値例では，シングルデフレー

ション法による実質生産側 GDP はたまたま過小

評価の方向になってしまいましたが（２７） ，筆者は

日本の基準年固定価格表示の接続産業連関表を使

用して，１９６０ － ２０００年の４０年間を対象にし，付

加価値の実質法としてダブルデフレーションとシ

ングルデフレーションとの比較を行ったことがあ

ります。この実際の統計による検証では，シング

ルデフレーション法の推計では，特に高成長の時

期に実質付加価値が過大評価になる可能性が示唆

されました（２８）。これは中国の経済成長率を検討す

る際にひとつの重要なポイントになるかもしれま

せん。

　
《注》

＊ 本稿は平成２６年文部科学省科学研究費（基盤研究 C） 

     「中国 GDP 統計に関する現状と課題 ―日本との比較

    ―（代表者：埼玉大学・李潔）」（課題番号２３５３０２４７）

　による研究の一部である。

（１）GDP はとても有名だが，SNA あるいは「国民経

済計算」の知名度が低いため，近年，内閣府は「国

民経済計算」と並行して，「GDP 統計」という呼び

方を使用し始めた。

（２）中国では，計画経済期に物的生産物バランス体系

（MPS；A System of Material Product Balances）に

準拠して国民所得統計が作成されていたことはよ

く知られている。中央計画経済から社会主義市場経

済への移行は，MPS ベースの国民経済計算統計が

SNA ベースの統計へ移行するプロセスでもあっ

た。中国における GDP 統計作成の枠組みも当然な

がらこうした歴史的背景の中で構築されてきた。

（３）日本は行政課題に対応して所管する府省ごとに統

計を作成する分散型の仕組みをとっているが，中国

は政府統計を一元的に国家統計局で作成する集中

型の仕組みになっている。また，中央と地方の関係

においては，日本は度合いの強い集権型である。一
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方，中国は中央と地方の関係においては日本と比べ

分権型で，地方統計作成機構が地方政府の関与を

受けやすい一方，中央統計作成機構に対してかなり

の独立性を持っている。

（４）たとえば，農業の生産だけを一国の富の源泉とす

る重農主義，また，かつての中国を含め社会主義諸

国の公式国民経済計算であった MPS では，生産概

念が基本的に財の生産に限定されていた。

（５）    GDP における持ち家住宅サービスに関する推計

方法は日本と中国とではまったく異なっている。

中国の持ち家住宅サービスまでの細項目の正式発

表は，第一回経済センサスの２００４年分しかないが，

GDP のわずか２.５％しか占めていない。日本と中国

の帰属家賃に関する推計方法や統計データについ

ての比較は，李（２０１３b）と李（２０１３c）を参照。

（６）帰属家賃を GDP の生産境界に含むことを理論的

に擁護する論考として，作間（２０１０）を参照。

（７）経済企画庁（１９９７）と内閣府（２００９）を参照。

（８）たとえば，大学入試センター試験では２００６年ま

でこれが出題されていた。

（９）日本語版ウィキペディア『国内総生産』「２.４ GNP

 と GDP の違い」（http://ja.wikipedia.org /wiki/% E 

5 % 9 B % BD % E 5% 86 % 85 % E 7 % B7 % 8F % E7 % 94% 

9F %E7%94%A3）２０１４年１０月１日閲覧。

（１０）各国の統計調査では基本的に複数の財・サービス

を生産する事業所を統計調査の最小単位とするた

めに，通常の統計調査から各財・サービスレベルの

生産費用構造が把握できない。この実務上の問題を

考慮して，SNA は需給構造では商品分類をとるが，

生産の費用や付加価値の形成の把握においては産

業分類をとるという区別があるが，ここでは産業分

類と商品分類の違いを捨象する。したがって，U 表

と V 表は登場しない。

（１１）日本の GDP 推計方法の詳細について，作間逸雄

編（２００３）や内閣府（２０１２）「推計手法解説書（年次

推計編，平成１７ 年基準版）」（http://www. esri. cao.

 go. jp/jp/sna/data/reference1/h17/pdf/kaisetsu

       ２０１２１１１６.pdf）等を参照。

（１２）中国の GDP 推計方法の詳細について，李（２０１２）

を参照。

（１３）はっきりした理由は不明であるが，おそらく

SNAに移行する前のNIと呼ばれていた国民所得統

計の時代から遺留された慣習である。日本では従

来，家計調査や法人季報など需要側の諸統計が充実

していたことがその要因だと筆者は推測するが，需

要側に対するユーザーのニーズが強いからという

統計作成担当者からの説明も受けたことがある。二

つの解釈は相互に因果関係があり，ともに支出側

GDP が支持される理由となろう。

（１４）たとえば，埼玉県の場合は，２.５人である。

（１５）県民経済計算の都道府県担当者との意見交換会議

や研修会議が定期的に行われ，また，県民経済計算

は一部を国民経済計算から利用推計している。

（１６）たとえば，小島（２００３）や真家（２００５）を参照。

（１７）中国 GDP の過小評価の問題については，李

（２０１３a），李（２０１３b），李（２０１３c）と Jie Li（２０１４）

を参照。

（１８）中国の統計制度について，趙晋平・山田貢訳（１９９３）

「中国統計制度論集」『統計研究参考資料』No.４１な

どを参照。

（１９）現在，日本の消費者物価指数（CPI; Consumer 

Price Index）の基準年は２０１０年である。

（２０）価格指数には，ほかの算式もあるが，この場合

は，パーシェ型価格指数という。

（２１）数量指数には，ほかの算式もあるが，この場合

は，ラスパイレス型数量指数という。

（２２）現在，日本の GDP 統計の基準年は２００５年である。

（２３）固定資本減耗や純生産税は基準年価格で計算する

ことが原理的にできるが，雇用者報酬，とりわけ営

業余剰の実質値の測定は原理的に困難である。

（２４）日本の実質 GDP 推計方法の詳細については，最

近，高山等（２０１３）がある。

（２５）中国の実質 GDP 推計方法の詳細については，中

国国家統計局（２００３），中国国家統計局（２００８）と

李（２０１３d）を参照。

（２６）したがって，日本では，ダブルデフレ―ション法

による付加価値の実質化は当然で唯一の方法と考

えられている。

（２７）筆者のゼミでは，２部門産業連関表によるシング

ルデフレーション法とダブルデフレーション法の

関係について，次の興味深い結果を得た。

ダブル・デフレーション法による実質 GDP

＝ A 産業実質付加価値（X1/m － x11/m － x21/n） ＋ B 産業　

  実質付加価値（X2/n － x12/m － x21/n）

シングル・デフレーション法による実質 GDP

＝ A 産業実質付加価値（X1/m － x11/m － x21/m） ＋ B 産　

  業実質付加価値（X2/n － x12/n － x21/n） A 産業は最終財産
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２部門によるダブル・デフレーションと
シングルデフレーションの比較           

デフレータ
産出

額

最終

需要

中間需要

B 産業A 産業

mX1f1x12x11A 産業中
間
投
入 nX2f2x22x21B 産業

v2v1付加価値

X2X1産出額



業，B 産業は原材料産業としよう。つまり，x21 ＞ x12 の

場合，

もし m ＞ n 。つまり，原材料産業より最終財産業の価格

上昇が大きい時，シングル・デフレーションによる値は

過大評価になる。

　逆に m ＜ n 。つまり，最終財産業より原材料産業の価

格上昇が大きい時，シングル・デフレーションによる値

は過小評価になる。

（２８）詳細は李（２０１３d）を参照。
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